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　みなさんこんにちは。
　今月１月のロータリー特別月間は
『職業奉仕月間』となっています。
　ロータリー用語の中で、理解が難
しい用語の一つに『職業奉仕』があ

ります。
　日本語としての意味はそのままで分かります
が、ロータリークラブとして、またロータリアン
として何を求められ何をすれば良いのか私自身も
解りにくいと思っています。
　ロータリー創立期の頃まだ『職業奉仕』という
概念は無く、『職業倫理』について、いろいろ議
論され、その後『職業奉仕』という概念に収束し
た歴史があります。

　日本語では『職業奉仕』原文では『vocational�
Service』となっています。
　そもそもその“Vocational”とは、どの様な意
味なのか？
　辞書では“職業の”とか“天職の”となってい
ます、しかし仕事・職業に関した英語訳はいろ
いろとあるので、ここはアメリカ人の会員であ
るチャーリーさんに聞いてみるのが一番と思い、
“Vocational”の使われ方や本来の意味について
お聞きしました。
　その結果、日常会話の中では、あまり使われる

ことは無く、意味としては長年自分が携わってき
た職業や、プロとしての職業人所謂日本語で言う
天職としての職業全般の意味で主に文章中に使わ
れることが多いとのことでした。
　またロータリー章典や声明の中でロータリアン
は『職業奉仕』の基本として自分の職業をもって、
世の中の人のためになることを考え行動しなけれ
ばならないと言っています。
　また『職業奉仕』について、各クラブの職業分
類の中で、空白になっている職業人の入会を促進
することが重要と言っています。
　今年度半分過ぎましたが、まだ入会純増員４名
に届いていません。
　是非、会員増強に皆様の力を貸して頂きたくお
願い致します。
　本日の卓話は上越市役所�総務管理課�小菅係長
様より『マイナンバーについて』お話を頂きます。

出席率　96.15％

ロータリーバッチ（前役員章）贈呈
　2014︲15 年度　齋藤会長・牧野幹事
米山功労者感謝状贈呈
　��佐藤憲二君・橋詰敏一君・堀井靖功君・遠藤　
巌君・宮澤英文君・中田　正君・大島　誠君

会長挨拶会長挨拶 水上　喜芳水上　喜芳

出 席 報 告

セ レ モ ニ ー
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講 話

出席・ニコニコBOX委員会
　髙�槗孫左衛門君―第15 回コミュニティ懸賞

作の小学生部門で『わが町のほこり髙橋孫左
衛門商店』と言うタイトルの作文が優秀賞に
輝きました。作文を書いた笠原優人君と審査
委員長の藤林先生に感謝いたします。

親睦委員会
　１月のお誕生日　各お祝い

配布物：週報№ 25
回覧物：�ハイライトよねやま 190 号・「山の会」

のご案内
報　告：２月 13 日　RA地区大会への参加要請

・�社会保障・税番号制度‥いわゆ
る「マイナンバー制度」の運用が、
本年１月１日から開始となりまし
た。これに伴い、個人番号の取扱

いについては行政機関だけではなく、従業員を
雇用している民間事業者でも税や社会保障の手
続きなどで対応が必要になりました。会員の皆
さんの事業所では既に「マイナンバー制度」へ
の対応が済んでいるかと思いますが、改めて、
民間事業者がやっておくべきことについて説明
します。

・�民間事業者は、従業員の健康保険や厚生年金等
の加入手続きや支払給与からの源泉徴収などの
書類に個人番号を記載して行政機関へ提出する
ため、全従業員から扶養親族のものも含めて個

人番号を取得する必要があります。このほか、
研修会の外部講師謝礼や税理士、社労士に対す
る報酬の支払いに際して税を源泉徴収する場合
や土地・建物の賃借契約がある場合は、支払調
書を作成するため相手方から個人番号を取得し
なければなりません。また、個人番号取得の際
は利用目的を通知し、なりすまし防止のため厳
格な本人確認を行う必要があります。

・�こうして取得した従業員や取引先などの個人番
号と個人番号に紐付いた個人情報は、個人情報
保護の観点から、外部への漏えい事故を防止す
るため厳格な管理が求められており、『①取得、
②利用・提供、③保管・廃棄、④安全管理措置
の策定』など、事業所全体での組織ぐるみの対
応が必要です。

民間事業者における「マイナンバー制度」対応について
上越市役所　総務管理部総務管理課　係長　小菅　一彦 様

幹 事 報 告

委 員 会 報 告


